
テーマ 条例案

1 コーディネーター
地域づくりのために、地域・行政・企業・ＮＰＯ等から独立した機関により、コーディネーター（プロデューサー・デザイ
ナー）を養成する。

2 啓発

本条例を活用するため、次の活動を行う。
１．岡山市は協働の現状および活用可能な資源について、双方向の情報共有に留意して公表する。
２．市長、議員、市職員は各事業予算立案の際に協働のまちづくりへの効果を検討する。
３．市民（各種法人を含む）は、協働のまちづくりのため意見を述べ、活動する。

3 評価

・協働をすすめた企業を表彰し、「協働カード」を与えることとする。
・協働のまちづくりを促進するため、公益活動を担う団体（企業・大学・ＮＰＯ等）の拡大に努める
・協働推進に積極的にとりくむＮＰＯ団体・当事者等に「協働カード」を発行、協働を推進する。
・行動計画を策定しなければならない
・毎年審査会において評価を行うものとする
・評価結果を公表して改善
・評価委員会の設置　※民間数社、数名の参加
・協働推進会を設置する(公募委員も含む）
・協働推進行動計画を策定し、毎年評価をする
・３年ごとに見直す

4 人材育成
協働を理解、推進するため、行政とＮＰＯ等が協働して、地域の教育現場や行政機関を活用して、人材育成に取り組
みます。

5 資源提供 地域の課題を共有するコミュニティーごとに、地域の資源を活かしたまちづくりを協働で実施します！！

6 情報共有
・第五条
　その活動に協力するよう努めるものとする　⇒　その活動に努めるものとする
・市は情報共有を促進するための施策（市民と職員の合同会議等の実施）に努めなければならない

7
窓口の一本化、
市の体制・仕組み

地域を支える行政、職員を育てる地域（育ちあう市民）になります。そのために、隠し事なく話し合い、未来思考で考え
られる体制・しくみづくりをめざします。

8 議論・協議 町内会及び各種地域団体、組織活動のあり方について議論する場を設けます。

9 交流
行政、公民館、ＮＰＯ．企業、大学、市民が集まれる様々な交流の場をつくり、つながりと信頼関係（理解？）を深める
よう努めます。

10 情報発信
・市民および地域団体の課題を発信することができる機会を保障
・市民および地域団体は発信された課題を解決するための情報を提供する
・上記を実施するための資源を地域拠点に設置する

11 団体育成

・協働における各種団体（住民自治組織、ＮＰＯ，企業、市民、議会）の定義、役割が認識され、条例で定めることによ
り、協働を進めることができる。
・協働事例（まちづくり）の成果や今後の取り組みについて報告・共有する議会を「市民議会」等として設け、政策立案
につなげることとする

12 拠点 （附則的な）地域拠点が有する機会については各小学校区に設置する作業部会において定めることともする。
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